
１　総括

（１）　人件費の状況　（普通会計決算）

（注）　 1　職員手当には退職手当を含まない。

2  職員数は平成21年4月1日現在の人数である。

（３）　特記事項
人件費削減措置

（４）　ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）　

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数

（注）H22.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの

千円

千円

21年度 554 2,041,585

　　計　B期末・勤勉手当

千円

802,313

(参考)類似団体平均
一人当たり給与費

千円

18.621.74,963,730

区分
職員数
　　　A

人

職員手当

住民基本台帳人口
（平成２1年度末）

72,150

人

6,119

千円

実質収支

392,637

歳出額
　　　　　A

千円

22,888,833

人件費
　　　　　　B

人件費率
　　　　　　B/A

（参考）
20年度の人件費率

％％

95.0
（平成２２年４月１日現在）

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水
準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

千円千円

3,339,783 6,028

千円

給             　  与　  　     　　　費

495,885

給　　料

一人当たり
給与費　B/A

1　　　ラスパイラス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数
　　である。

2　　　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの
　　である。

名取市の給与・定員管理等について

区分

21年度

（２）　職員給与費の状況　（普通会計決算）

区分 削減措置

特別職 給料月額の削減

管理職 管理職手当の削減

内　　　容

平成15年4月から、市長は5%、副市長、教育長は3%の
給料月額を減額

支給月額の10％～20％を減額
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２　一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在） （単位：円）

（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成２２年４月１日現在）

①　一般行政職

②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成19年～平成21年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種の比較にあたり、年齢、業務内容雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

330,407円

名　取　市

平均年齢

41.9 歳

職員数

11人

47.0 歳

293,026円

平均年齢

44.0 歳

66人

43.0 歳宮城県

公　　　　務　　　　員

295,321円

406,033円

―

296,321円

335,298円

395,666円

406,742円

6人

―

48.3 歳

3,955人

国

―

329,234円

平均給与月額
（A)

330,343円

330,058円

365,454円

類似団体

類似団体 43.8 歳

365,865円宮城県

区　　　　分

名　取　市

平均給料月額

49人

―

49.7 歳 289人

49.3 歳

平均給与月額
（国ベース）

平均給料月額 平均給与月額

371,676円

366,001円

366,140円

41.6 歳

321,481円

230,800円314,993円

335,606円

平均給与月額
（国ベース）

用務員

319,643円

394,618円

参　　　　考

48.7 歳

名取市

319,085円

区　　　　分

―

321,560円

284,514円

328,520円

347,242円

325,579円

国

用務員 4,917,100円

学校給食員

用務員

自動車運転手

296,955円

40人47.9 歳

44.2 歳
自家用乗用

自動車運転者

―

53.6 歳

1.55

1.43

213,600円

255,000円

53.8 歳

― ―

―

1.38

参考

A／B

民　　　　間

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（B)

―

―― ――

―

― ―

調理士

―

―

―

1.45

322,291円

1.63

1.50

C／D

―312,374円 342,512円

区　　　　分
年収ベース（試算値）の比較

民間
（D)

公務員
（C)

学校給食員 4,540,600円

自動車運転手 4,883,900円

3,034,500円

3,357,200円

3,008,200円

１号給の
給料月額

135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

最高号給の
給料月額

243,700 309,400 356,600 390,500 403,000 425,100 459,100



③　小・中学校（幼稚園教諭）教育職

（注） 1

2

（２）　職員の初任給の状況　（平成２２年４月１日現在）

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　（平成２２年４月１日現在）

－ － 261,360円

121,600円 120,635円 ―

―

― 192,112円

大学卒

172,200円

国

経験年数２０年

356,088円

区　　　　分

高校卒

中学卒

高校卒

大学卒

名取市 宮城県

140,100円

―

―

139,009円

172,200円

―

技能労務職

一般行政職

区分

一般行政職

288,436円

技能労務職

高校卒

中学卒

※

136,508円

―

高校卒 －

－

（注）　技能労務職（高校卒）については、経験年数１０年及び１５年の職員がおらず、近似値も得られないため記載していない。
　　　　技能労務職（中学卒）については、経験年数１０年の職員がおらず、近似値も得られないため記載していない。
　　　　教育職（短大卒）については、経験年数１０年、１５年及び２０年の職員がおらず、近似値も得られないため記載していない。
        　※：個人情報保護の観点から公表しない。

区　　　　分

137,200円

教育職

152,800円

大学卒

短大卒

平均年齢

教育職 短大卒

平均給与月額平均給料月額

名取市 36.6 歳 278,748円 332,126円

140,100円

類似団体

宮城県

― ―

44.9 歳 381,325円

国

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を
合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

  「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

250,643円

経験年数１０年

－

－

経験年数１５年

－

253,720円

342,208円

－

291,883円

172,006円

430,871円

330,615円43.3 歳



４　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）　一般行政職の級別職員数の状況　（平成２２年４月１日現在）

（注）　 1 名取市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（注）　平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

標準的な職務内容

3　級

区  分

5　級

4　級

2　級

79　人

係長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度
のものとして市長が規則で定める職の職務（主査、技術主査、係
長）

32.9 %

25.0 %

8.9 %

9　人 2.8 %
部長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度
のものとして市長が規則で定める職の職務（部長）

28　人

54　人

1　級

相当高度の知識又は経験を必要とする業務を処理する課長補佐
の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同程度のも
のとして市長が規則で定める職の職務（課長補佐、技術補佐）

次長、課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと
同程度のものとして市長が規則で定める職の職務（参事、技術参
事、課長、部次長）

7　級

6　級

7.9 %

構成比

104　人

課長補佐の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと同
程度のものとして市長が規則で定める職の職務（主幹、技術主幹、
課長）

職員数

25　人

17　人 5.4 %

17.1 %

主事又は技師等の職務（主事、技師）

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事又は技師等の
職務（主事、技師）

１級 7.9% １級 7.2%

２級 5.4% ２級 5.7%

２級 4.1%

３級 32.9% ３級 32.1%

３級 9.5%

４級 17.1% ４級 17.9%

４級 18.1%

５級 25.0% ５級 25.8%

５級 15.9%

６級 8.9% ６級 8.8%

６級 15.9%

１級 1.3%

７級 24.1%

７級 2.5%７級 2.8%

８級 8.9%

９級 2.2%
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平成２２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



（２）　昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

（１）　期末手当・勤勉手当

千円 千円 －

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置 加算措置

(役職加算） ％ (役職加算） ％ (役職加算） ％

(管理職加算） ％ (管理職加算） ％ (管理職加算） ％

（注）　

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 23.50月 30.55月 勤続２０年 23.5月 30.55月

勤続２５年 33.50月 41.34月 勤続２５年 33.5月 41.34月

勤続３５年 47.50月 59.28月 勤続３５年 47.5月 59.28月

最高限度額 59.28月 59.28月 最高限度額 59.28月 59.28月

その他の加算措置 定年前早期特例措置 その他の加算措置 定年前早期特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

（退職時特別昇給 無 ）

１人当たり平均支給額 千円 １人当たり平均支給額

（注）　

名　　　取　　　市

自己都合

0.70

勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

１　勤務成績の評定の実施状況
　　6月1日及び12月1日を基準日として前6ヶ月間の勤務成績の評定を実施。
２　勤勉手当への勤務成績の反映状況
　　病気休職者等を除き成績率に差を設けず、一律の支給を行った。なお、今後も勤務実績の反映方法については、
　継続して検討していく。

－

0.70 1.50

国

退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した全職種に係る職員に支給 された平均額である。

24,841

2.75

10～25

国

１人当たり平均支給額（平成21年度）

１　勤務成績の評定の実施状況
　　毎年1月1日現在において、所属長からの報告により各職員の前1年間の勤務成績を判定し、昇給の号給数を
  決定している。
２　昇給への勤務成績の反映状況
　　所属長からの報告及び勤務状況等を考慮して、勤務成績を反映している。なお、今後も勤務実績の反映方法
　については、　継続して検討していく。
３　その他
　　平成２０年度から管理職、平成２１年度から一般職を含めた全職員を対象とした能力・業績に基づく人事評価を
　試行中である。

宮　　城　　県

1.40

名　　　取　　　市

5～20

1,7801,485

1.40

5～20

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

2.75 1.40

1.50

2.75

1.50 0.70

5～15

（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

0 15～25



（３）　地域手当（平成２２年４月１日現在）

（４）　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

円29,051

300円

200円

支給職員１人当たり平均支給額（平成２１年度決算）

200円

500円

手当の種類（手当数）

東京都特別区

　宮城県
　　名取市・多賀城市
　　・利府町・富谷町

3

宮城県仙台市 6

左記職員に対する
支給単価

1,000円

9,035

％

市税の滞納整理のための外勤業務

主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

支給実績（平成２１年度決算）

500円

千円

１回につき

・市外300円

・市内200円

１回につき

第３種

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度）

従事職員第３種

第２種

第１種

第２種

3人％ 579

6

人0

6

支 給 実 績 （平 成 ２ １ 年 度 決 算 ）

％

％

支給対象地域 支給率

18

円

支給対象職員数

111,812

国の制度（支給率）

18 ％

１件につき

１件につき

行路病人取扱業務

と蓄等処理業務 １件につき

行路死亡人取扱業務

外勤業務手当

１回につき

従事職員

日　額

日　額

日　額

１回につき

日　額

日　額

2,000円

300円

日　額

800円

500円

日　額

不快手当 第１種

５種類（16）

人 ％

63,174 千円

％55.0

第４種

第２種

支給対象職員特殊勤務手当の種類

従事職員

防疫業務手当

税務手当 従事職員

従事職員

第１種

第１種

第３種

従事職員

従事職員

第４種

消防防災手当

第２種

第１種

1,000円

水火災防ぎよ（火災は放水した場
合に限る。）活動

消防吏員の深夜勤務

救急業務に従事し、救急救命士法
施行規則（平成３年厚生省令第44
号）第21条に規定する救急救命処

救助活動

500円

１回につき

200円

救急業務（傷病者を搬送した場合
に限る。）

300円

勤務時間外に用地交渉のための外
勤業務

感染症又は人体に感染症のある家
畜伝染病が発生し、若しくは発生
する恐れがある場合での感染症患
者等の収容作業又は防疫業務

従事職員

従事職員

従事職員

従事職員
そ族昆虫駆除のための防疫薬剤等
の調合又は散布作業

従事職員 生活保護のための外勤業務

従事職員

第５種

従事職員

従事職員 地積調査等のための外勤業務

公営住宅使用料、下水道使用料及
び受益者負担金等の滞納整理のた
めの外勤業務



（５）　時間外勤務手当

（６）　その他の手当（平成２２年４月１日現在）

配偶者 13,000円

配偶者以外の扶養親族

　・１人目

　　配偶者がいる場合 6,500円

　　配偶者がない場合 11,000円

　・その他 1人につき6,500円加算

　・扶養親族である子のうち満１６歳の年度始めから

　満２２歳の年度末までの子１人につき5,000円加算

１　借家、借間に居住している職員

　ア　月額23,000円以下の家賃を支払っている

　　　職員・・・家賃－12,000円

　イ　月額23,000円を超える家賃を支払っている

　　　職員・・・11,000円＋（家賃-23,000円）/2

交通機関利用者の支給限度・・・月55,000円 交通機関利用者の

交通用具の使用者 支給限度

　ア　普通自動車以外 ・・・月55,000円

・・・使用距離により2,000円～24,500円 交通用具の使用者

　イ　普通自動車

・・・使用距離により2,200円～24,200円

やむを得ない事情により、同居していた配偶者

と別居することとなった職員

月額23,000円+（規則により最高45,000円）

管理、監督の地位にある職員のうち、次の職員

消防長、部長、社会福祉事務所長、

　議会事務局長・・・70,800円（88,500円）

理事・・・65,790円（77,400円）

部次長・・・61,795円（72,700円）

課長、工事検査監、保健センター所長、

　事務局長、消防署長・・・56,070円（62,300円）

参事、技術参事、指導主事・・・46,710円（51,900円）

場長、所長（出張所除く）、館長、園長、

　事務長・・・44,640円（49,600円）

　臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の

必要により週休日又は休日に勤務した管理職手

当の支給を受ける職員

支給額は役職名に応じて5,000円～8,000円

ただし、勤務に従事した時間が6時間を超える

場合は上記の額に100/150を乗じて得た額

－同じ

同じ 8,222円

単身赴任手当

管理職手当

管理職員特別
勤務手当

同じ

異なる

－

通勤手当

扶養手当 同じ

383

手当名

住居手当

職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決
算）

同じ

内容及び支給単価

支給実績（平成２０度決算）

－

148千円

651,209円43,631千円

68,603円

28,845千円 196,224円

28,882千円

・・・使用距離により
2,000円～24,500円

－

千円

千円

－

190,869

支給職員１人当た
り平均支給年額
（21年度決算）

338

239,599円

支給実績
（21年度決算）

国の制度と
異なる内容

千円

61,577千円

千円

支給実績(平成２１年度決算)

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決
算）

167,206

国の制度
との異同

－

－



　正規の勤務時間として午後10時から翌日の

午前５時までの間に勤務する職員

（給料の月額＋地域手当）×12

１週間の勤務時間40×52

×深夜勤務時間数

　休日（祝日、年末年始）に正規の勤務時間中に

正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた

職員

（給料の月額＋地域手当）×12

１週間の勤務時間40×52

×正規の勤務時間中に勤務した全時間数

宿直勤務又は日直勤務を命ぜられた職員

　 1回につき　　4,200円

　平成16年10月29日から引き続き旧寒冷地に在

勤する職員に対し、11月から3月まで各月支給

※　平成２１年度以降、支給対象者なし。

（注） 管理職手当の（　　)内は、減額措置を行う前の額であり、平成１５年度から減額をしている。

６　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

９９２，０００円 / ５００，０００円

８０４，０００円 / ３９５，０００円

６９０，０００円 / ３５９，０００円

６２０，０００円 / ２９５，０００円

５６０，０００円 / ２６７，６００円

（２２年度支給割合）

２．９５月分

（２２年度支給割合）

２．９５月分

（算定方式） （支給時期）

任期毎

任期毎

（注） 1 給料及び報酬の（　　)内は、減額措置を行う前の金額である。

2 平成１５年度から市長の給料は５％、副市長の給料は３％を減額している。

3 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

勤めた場合における退職手当の見込額である。

－

議　長

副議長

議　員

期
末
手
当

宿日直勤務手当

市　長

寒冷地手当

区　分

議　長

副市長

副市長

報
　
酬

同じ

同じ －

－

議　員

市　長

給
 
 

料

夜間勤務手当

副議長

休日勤務手当

３９５，０００円

同じ

給　　料　　月　　額　　等

－

×

×
100

135

退
職
手
当

給料月額×在職月数×０．２６

19,562,400円市　長

9,539,212円

４２０，０００円

7,575千円－

７６４，３６０円
（788,000円）

９２６，２５０円
（975,000円）

５０４，０００円

－

備考

副市長

給料月額×在職月数×０．４４

－

100

25

（参考）　類似団体における最高/最低額

189,373円

－

30,489千円

同じ

（１期の手当額）

95,886円



７　職員数の状況

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

事務事業の見直しによる減

事務事業の見直しによる減

〈参考〉人口10,000人当たり職員数　44.07人

事務事業の見直しによる減

〈参考〉人口10,000人当たり職員数　75.54人

　

（注）　 1 職員数は一般職に属する職員数である。

2 [　　　　]内は、条例定数の合計である。

（２）　年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

〈参考〉人口10,000人当たり職員数　83.3人

74

（類似団体の人口1万人当たり職員数58.24人）

3
職員数

4

民　　　生

人

２０歳

59

人

30

人

20

人

47

土　　　木

小　　　計

農林水産

人

消　　　防

教　　　育

商　　　工

税　　　務

２０歳

　
　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

下 水 道

1人

44人

29人

△ 4人

0人

318人

100人

5人

（類似団体の人口1万人当たり職員数79.36人）

0人

５２歳 ６０歳

69

0人

0人

0人

46人

△ 4人

601人

△ 2人

△ 2人

0人

△ 8人

３５歳

人 人人 人 人 人 人

３９歳

～

５９歳

～～

５１歳 ５５歳

～～～

２３歳 ２７歳 ３１歳

～～

[　0人]

△ 8人

[　699人]

２８歳
～～

２４歳

水　　　道 19人

小　　　計 56人

合　　　計

区分
未満

３２歳

545人

そ の 他

56人

24人

13人

93人

△ 1人

0人

1人

0人

134人

21人

0人

0人

主　な　増　減　理　由
対　前　年
増　減　数

一
般
行
政
部
門

22人

5人

労　　　働

102人

計

衛　　　生 29人

322人

7949 65102

４３歳 ４７歳

19人

13人

24人

３６歳 ４０歳

[　699人]

４４歳

609人

総　　　務

普
通
会
計
部
門

553人

138人

93人

27人

1人

6人

84人

　　　　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

議　　　会

職　　員　　数

平成２１年

計
５６歳４８歳

27人

平成２２年

6人

85人

以上

601

人
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今年度構成比
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(3) 職員数の推移
（単位：人・％）

（注） 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

８　公営企業職員の状況

（1）　水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注）　 1　職員手当には退職給与金を含まない。

2  職員数は平成22年3月31日現在の人数である。

イ　特記事項

人件費削減措置

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

（注）　 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

553

一人当たり
給与費　B/A

56

609

％

7.5

（参考）
20年度の総費用に占
める職員給与費比率

545

△ 23

1

141 139

93

138

92 94 93

134

322 318325 321

過去５年間
の増減数（率）

4 (1.3%)317

部　　門　　別  

314

年　　度

一般行政

平成18年平成17年 平成19年 平成20年 平成21年

普通会計計 569

教育

消防

151

92

計 612 609

55 54 5557
公営企業
等会計

558 554

624 617

560

162

93

140,578 7.221年度 1,949,946 186,348

区分
総費用

　　　　　A

総費用に占める
職員給与費比率
　　　　　　B/A

千円 千円

純損益又は
実質収支

職員給与費
　　　　　　B

％千円

基本給

千円人 千円 千円

77,534

削減措置区分 内　　　容

名取市 45.3 歳

区　　　　分 平均年齢

－ －

6,5675,87110,554 29,338 117,42621年度 20

職員数
　　　A

給             　  与　  　     　　　費
区分

千円 千円

(参考)類似団体平均
一人当たり給与費給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　B

千円

支給月額の10％～20％を減額

団体平均 45.6 歳 366,719円 546,495円

平均月収額

管理職 管理職手当の削減

346,835円 509,548円

事業者

601 (△3.7%)

56

平成22年

(△17.3%)

(1.8%)

0 (0.0%)

△ 28

△ 24 (△4.2%)



③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

(役職加算） ％

(管理職加算） ％

（注）　

イ　退職手当（平成22年4月1日）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 23.5月 30.55月 勤続２０年 月 月

勤続２５年 33.5月 41.34月 勤続２５年 月 月

勤続３５年 47.5月 59.28月 勤続３５年 月 月

最高限度額 59.28月 59.28月 最高限度額 月 月

その他の加算措置 定年前早期特例措置 その他の加算措置 定年前早期特例措置

（2％～20％加算）

退職時特別昇給 無 退職時特別昇給

１人当たり平均支給額 千円 １人当たり平均支給額 千円

（注）　

ウ　地域手当（平成22年4月1日現在）

―

1,6091,576

2.75 1.40

名　　　取　　　市 水道事業（団体平均）

0

1.50 0.70

―

5～15

円

支給対象地域

自己都合

―

支給職員１人当たり平均支給額（平成２１年度決算） 111,725

支 給 実 績 （平 成 ２ １年 度 決 算 ）

東京都特別区 18 ％ 0

6宮城県仙台市

人

6％ 0

　宮城県
　　名取市・多賀城市
　　・利府町・富谷町

3

2,346 千円

人

人

％18

％

15,624

3

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

退職手当の1人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した全職種に係る職員に支給 された平均額である。

％ 20

％

１人当たり平均支給額（平成21年度）

（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

名　　　取　　　市 水道事業（団体平均）

勧奨・定年勧奨・定年 自己都合

１人当たり平均支給額（平成21年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

― ―

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

―



エ　特殊勤務手当（平成22年4月1日）

オ　時間外勤務手当

（注）　　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　　その他の手当　（平成22年4月1日現在）

内容及び支給単価

配偶者 13,000円
配偶者以外の扶養親族
　・１人目
　　配偶者がいる場合 6,500円
　　配偶者がない場合 11,000円
　・その他 1人につき6,500円加算
　・扶養親族である子のうち満１６歳の年度始めから

　満２２歳の年度末までの子１人につき5,000円加算

１　借家、借間に居住している職員

　ア　月額23,000円以下の家賃を支払っている

　　　職員・・・家賃－12,000円

　イ　月額23,000円を超える家賃を支払っている

　　　職員・・・11,000円＋（家賃-23,000円）/2

交通機関利用者の支給限度・・・月55,000円
交通用具の使用者
　ア　普通自動車以外

・・・使用距離により2,000円～24,500円
　イ　普通自動車

・・・使用距離により2,200円～24,200円

やむを得ない事情により、同居していた配偶者

と別居することとなった職員

月額23,000円+（規則により最高45,000円）

管理、監督の地位にある職員のうち、次の職員

消防長、部長、社会福祉事務所長、

　議会事務局長・・・70,800円（88,500円）

理事・・・65,790円（77,400円）

部次長・・・61,795円（72,700円）

課長、工事検査監、保健センター所長、

　事務局長、消防署長・・・56,070円（62,300円）

参事、技術参事、指導主事・・・46,710円（51,900円）

場長、所長（出張所除く）、館長、園長、

　事務長・・・44,640円（49,600円）

同じ

－

一般行政
職の制度
との異同

同じ

同じ

－

同じ

同じ

－

－

672,840円

3,054千円

日　額

－ －

673千円

5,233　円　

63　千円　支給実績（平成21年度決算）

特殊勤務手当の種類 支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度）

手当の種類（手当数） １種類（２)　

左記職員に対する
支給単価

主な支給対象業務

668千円 222,667円

852千円

支給実績
（21年度決算）

300円

60,857円

支給職員１人当た
り平均支給年額
（21年度決算）

700円

従事職員 料金の滞納整理のため外勤業務

水道業務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

第１種

第２種

57.1　％　

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給実績（平成20度決算） 8,322千円

5,836千円

通勤手当

管理職手当

手当名

住居手当

扶養手当

単身赴任手当

－

一般行政職の
制度と異なる

内容

勤務時間外に事故発生のため緊
急に勤務を命ぜられた場合の業
務

１回につき

339,333円

416千円

292千円

従事職員

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給実績(平成21年度決算)



　臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の

必要により週休日又は休日に勤務した管理職手

当の支給を受ける職員

支給額は役職名に応じて5,000円～8,000円

ただし、勤務に従事した時間が6時間を超える

場合は上記の額に100/150を乗じて得た額

　正規の勤務時間として午後10時から翌日の

午前５時までの間に勤務する職員

（給料の月額＋地域手当）×12 ×

１週間の勤務時間40×52

×深夜勤務時間数

　休日（祝日、年末年始）に正規の勤務時間中に

正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた

職員

（給料の月額＋地域手当）×12 ×

１週間の勤務時間40×52

×正規の勤務時間中に勤務した全時間数

宿直勤務又は日直勤務を命ぜられた職員

　 1回につき　　4,200円

　平成16年10月29日から引き続き旧寒冷地に在

勤する職員に対し、11月から3月まで各月支給

※　平成２１年度以降、支給対象者なし。

（注） 管理職手当の（　　)内は、減額措置を行う前の額であり、平成１５年度から減額をしている。

－

－ －

同じ

106千円

－

－

9,000円

－

9千円

－

17,667円

－

宿日直勤務手当 同じ

夜間勤務手当 同じ
25

100

寒冷地手当

135

100

－

同じ

同じ

－

－

休日勤務手当

管理職員特別
勤務手当


